



































































よって A クラスと B クラスに分かれており、2019 年度の履修者は A クラス 137 名、B クラス 141 名で
あった。
1 回の授業における課題提出者は平均で A クラス 32.1 名、B クラス 45.8 名であった。また前 12 回の
課題のうち 3 分の 2（8 回）以上提出した者は、合計で 51 名であった。
3．成長理論
Perry（1968/1999）1）は、アメリカにおいて大学生を対象にインタビュー調査を行い、学年を経るに
つれ知識の捉え方が変わるとし、それを 9 ポジション 4 段階に分類した。9 ポジションを表 1 に、4 つ




































ント（commitment in relativism）」の段階をグループ 4 とし、多面的な気付きを述べた上で、自分の
考え方やそれを踏まえた将来への展望を記述している履修者を分類した。レポート提出者は A クラス、
B クラス合計で 265 名であり、グループ 1 は 12 名（4.5%）、グループ 2 は 136 名（51.3%）、グループ 3


































































を 1 回以上提出した履修者は、グループ 1 で 9 名（75%）、グループ 2 で 75 名（55.6%）、グループ 3 で
57 名（67.1%）、グループ 4 で 17 名（60.7%）であった。また、授業後課題全 12 回のうち 3 分の 2（8 回）
以上提出し履修者で、15 回目の授業における自身の学びに関するレポートを提出した履修者 55 名のグ
ループをみた。以下に人数とグループ内の割合を示す。グループ 1 は 0 名（0.0%）、グループ 2 は 21 名
（38.2%）、グループ 3 は 26 名（47.3%）、グループ 4 は 8 名（14.5%）であった。授業後課題の提出の有
無ではグループ 1 からグループ 4 にかけて漸次割合が増えているとは言えず、授業後課題提出の効果は







とを目的とした。具体的には、1 回目と 14 回目の授業でスポーツの意義・価値について記述してもらい、
15 回目の授業において自身の両レポートを比較し、自身の学びについて報告してもらった。本報告は
授業から学んだことの省察であり、学習プロセスに対する省察の一部に位置づけられる。Perry（1999）1）
の成長理論における 4 つの段階の割合をみたところ、2 つ目の「多元論」の段階が約半数ともっとも多く、
次いで 3 つ目の「相対主義」の段階が多く約 3 割であった。到達目標に「現代社会におけるスポーツの
意義について自分なりの考えを持ち、主張できる。」を掲げており、本来ならば 4 つ目の「コミットメ
ント」の段階に多くの履修者が到達していることが望ましい。しかしながら「コミットメント」の段階
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